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不動産賃貸業向け貸出の動向 
・都内拠点の活動状況 
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不動産賃貸業向け貸出の動向 都内拠点における活動状況 
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 不動産賃貸業向け貸出の動向 

 不動産賃貸業向け貸出の動向 
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 家計部門の状況 

出所：総務省「家計調査」（家計収支編；総世帯のうち勤労者世帯） 
 
■世帯収入：「実収入」 
■税金・社会保障費：「非消費支出」 

収入減少に加え、税・社会保障負担増加が重なり、可処分所得が減少 

世帯収入・可処分所得・税社会保障費（月額） 
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 賃貸住宅需要の動向 

家計主の年齢別借家比率（全国） 

出所：総務省「住宅・土地統計調査」 
 
■借家比率：100%-「持ち家率」 
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建売住宅 

マンション 

首都圏における住宅価格と収入の乖離 

出所：国土交通省「平成27年度住宅経済関連データ」 
   同省は以下を参照 
   ■年収： 総務省「貯蓄動向調査」「家計調査（貯蓄・負債編）」 
   ■住宅価格： 不動産研究所「全国マンション市場動向」による首都圏の新規発売 
            民間分譲マンション及び建売住宅の平均値 
            ＜首都圏：東京・神奈川・千葉・埼玉・（建売のみ）茨城南部＞ 
   ■倍率： 住宅価格÷年収 

住宅価格は年収の6倍超と 

高止まり 

倍率 

収入と住宅価格の乖離が拡大⇒勤労世代の借家比率が上昇 

（万円）

1995 2000 2005 2010 2014

年収 ① 856 815 790 762 775

マンション価格 ② 4,148 4,034 4,107 4,716 5,060

建売住宅価格 ③ 5,737 5,234 4,533 4,646 4,713

倍率（マンション） ②÷① 4.8 4.9 5.2 6.2 6.5

倍率（建売住宅） ③÷① 6.7 6.4 5.7 6.1 6.1
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 千葉県の住宅需要・人口動態 
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出所：千葉県「県民経済生産（実質）」、内閣府「国民経済計算（実質）」 

県内住宅需要の成長率は全国に比べ高く、世帯増加は人口増加を上回る 

ＧＤＰ成長率（住宅賃貸業） 

全国に比べ平均1.2％高い 

(2002～2014平均） 
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 今後の見通し  

借家世帯人員の構成 

賃貸住宅の需要を支える単身世帯は底固く推移、社宅等の減少が一般物件の需要を後押し 

単身世帯 
35万 

(58%) 

核家族世帯 
22万 

(36%) 

その他 
4万 

(6%) 

単身世帯 
157万 

(65%) 

核家族世帯 
71万 

(29%) 

その他 
15万 

(6%) 

出所：総務省「住宅・土地統計調査」（2013） 

給与住宅（※）戸数の推移 

出所：人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（2014） 
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出所：総務省「土地建物統計調査」 

※勤務先等の社宅・借上住宅（家賃補填は含まない） 

198  

300  

241  

207  203  

168  

0

100

200

300

88 93 98 03 08 13

（千戸） 



7 

賃貸用不動産向け貸出残高 

 貸出の状況 その１ 

貸出残高は、堅調な県内の住宅需要を背景に着実に増加 

8,763  9,118  9,480  9,880  
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県外 

（億円） 

融資物件所在地 

物件所在地別シェア 

市川・船橋エリア 

25% 

柏・松戸エリア 

15% 
千葉・木更

津エリア 

19% 南部・東部エリア 

5% 

県外 

36% 

柏・松戸 

南部・東部 

千葉・木更津 

市川・船橋 

当行残高と経済指標との相関係数 

当行不動産賃貸業向け 
貸出残高との相関係数 

県内GDP 
（住宅賃貸業） 0.965 

県内世帯数 0.976 

出所：千葉県「県民経済計算」「毎月常住人口調査」に基づき当行推計 

（観測期間：2008～2015年） 

相関が高く、実需に

基づく残高積上げ 
■資金使途が賃貸用不動産向けの貸出を集計 

 （不動産賃貸業以外を含む；修繕費用向け等は含まない） 

2016年12月末時点 
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 貸出の状況 その２ 

不動産賃貸業は全体平均の1/4 

■デフォルト：破綻懸念先以下へのランクダウン 

ＲＡＣＣ寄与率 

 

■ＲＡＣＣ（Return After Capital Cost）  

 資本コスト控除後純益。当行独自指標で、概念はEVAと同じ。 

■寄与率=不動産賃貸のRACC増加額÷貸出全体のRACC増加額 

他業種と比較しデフォルト率は低位安定。貸出ポートフォリオ全体のRACC増加に貢献 

＜概念図＞ 

一般貸出全体の 
RACC増加率 

不動産賃貸業
の寄与率 

＋２２％ ＋47％ 

＜2016年上期＞ 

※2015年下期比 
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不動産賃貸業は全体平均の1/4 

■デフォルト：破綻懸念先以下へのランクダウン 

ＲＡＣＣ寄与率 

 

■ＲＡＣＣ（Return After Capital Cost）  

 資本コスト控除後純益。当行独自指標で、概念はEVAと同じ。 

■寄与率=不動産賃貸のRACC増加額÷貸出全体のRACC増加額 

＜概念図＞ 

一般貸出全体の 
RACC増加率 

うち、不動産賃
貸業の寄与率 

＋２２％ ＋47％ 

資本コスト控除後純益でもプラスを確保。 

貸出ポートフォリオ全体のRACC増加額の約半分（47％）は、 

不動産賃貸業要因 

＜2016年上期＞ 

※2015年下期比 

③資本ｺｽﾄ

　　　（金利収入－調達コスト）

②信用ｺｽﾄ

①経費

ＲＡＣＣ

貸
出
ｺ
ｽ
ﾄ

貸
出
ス
プ
レ
ッ
ド
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 融資物件の状況 

DSCR・LTVいずれも不芳な物件は全体の２％程度と限定的。 

⇒不芳先に対しては、提携管理会社紹介により収支改善を支援 
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83.8 

81.2 
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県平均 当行融資物件 

（％） 

■融資物件：2015年時点 
■都道府県平均：総務省「住宅・土地統計調査」（2013）より 
    計算式：賃貸入居率=居住戸数÷（居住戸数＋空家戸数） 

物件所在地別の入居率 

融資物件の入居率は、政府公表の 

都道府県平均値を上回る 

DSCR・LTVの分布 

融資物件の入居率は各都道府県とも平均を上回る。DSCR・LTVも良好な水準。 

■2015年時点 

※保守的に評価しているため、 
 ＬＴＶはやや高い水準となる 

（Debt Service Coverage Ratio；返済余裕度） 
：[元利金支払前キャッシュフロー]÷[元利支払額] 

（Loan To Value；融資比率） 
：[融資残高]÷[融資物件の当行評価額] 

※与信判断は、給与収入等 
 も勘案  
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 案件審査・途上管理 

入口審査（収支シミュレーション） 

75%

80%

85%

90%

95%

100%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

【想定収入】 

【実績データ】 

審査時に使用する収入見込 

経年劣化を考慮した保守的な収入見込 

（実行後経過年数・築年数） 

支出 賃料収入 

経年劣化や金利上昇を踏まえた収支シミュレーションにより、入口でリスクを抑制 

実績値で定期的に検証を実施 

・元金返済額 

・利息（当初固定期間終了後は保守的な審査金利を設定） 

・経費（修繕要積立額・維持管理費・保険料・公租公課） 

・その他（他借入の返済元利金・生活費等） 

大規模修繕や将来の金利上昇を勘案 

■審査金利 

0%

5%

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

当初適用金利（5年程度） 

（実行後経過年数） 

途上与信管理 
物件状況調査書式 

収入や入居率、修繕実施状況等を毎年調査 ⇒本部でデータ蓄積 

調査
方法

実績
戸数

入居率
年間賃料
実績千円

大規
修繕

概算金額

1 債務者 450.00 H28.3.15 共住 木造 22 15 ㈱△△ハウジング 当行 11111 0 - 申告 14 93.33% 10,000 無 0

2 債務者 150.00 H25.12.1 共住 木造 22 5 ㈱△△ハウジング 当行 22222 0 - 申告 5 100.00% 3,240 無 0

3 債務者 800.00 H17.5.9 共住 ＲＣ 43 30 ㈱△△ハウジング ××銀行 - 0 H27.3.31 ﾚﾝﾄﾛｰﾙ 23 76.67% 17,000 無 0

No 物件名 住居表示 所有者
建物
面積

建築日 用途 構造
耐用
年数

満室
戸数

管理業者
（担当者）

Aハイツ 千葉市中央区●丁目●-●

Bアパート 千葉市美浜区●丁目●-●

融資
当行債権
取扱番号

敷金・
保証金

直　近
大規模
修繕日

平成28年12月

Cヒルズ 船橋市●丁目●-●
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A社 11% 

B社 6% 

C社 4% 

D社 4% 

E社 3% 

 72% 

その他地場業者 

・個人管理等 

 管理業者・サブリース付物件 

融資物件の管理業者構成比 

36.2% 

28.9% 

23.2% 

0%

20%

40%

60%

14年度 15年度 16年度上期 

サブリース付物件の実行割合（件数ベース） 

業者は幅広く分散、 

特定業者への偏りなし 
サブリース付物件の割合は 

全体の1/4程度に留まり、低下傾向 

家賃保証は、収支シミュレーションで、保守的に当
初期間のみ（2年程度）を勘案。以降は、サブリース
を考慮せず、通常のストレスを負荷。 
⇒サブリースに拠らない審査・管理を実施 
 

サブリース付物件の状況 

審査上の取扱い 
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 ストレステスト 

環境悪化による顧客財務・信用コストへの影響について、評価モデルを当行独自に構築。 

（例２）人口減少ストレスシナリオ ・・・Ｐ14 

「財務ストレスモデル」 

（例１）マクロストレスシナリオ ・・・Ｐ13 

• マクロ経済のストレスシナリオから、売上高減少率を推計、信用コスト増加額を試算。 

⇒ 不動産賃貸業は、景気変動に対する感応度が低いことを確認。 

• 人口動態の見通しに基づく入居率低下から、影響額を試算。 

⇒ 人口減少ストレスによる信用コスト増加は、経費控除後スプレッド収益の範囲内。 

• 当行債務者の売上高（賃料収入）減少時の行内格付・信用コストを推計するモデル。 

• 具体的な将来の見通し（シナリオ）に基づき、信用コスト影響額の推計が債務者単位で可能。 

評価モデル 

シナリオ 
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 （例１）マクロストレスシナリオ 
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出所：日本銀行「金融システムレポート別冊シリーズ」 
■ICR インタレスト・カバレッジレシオ 

■売上高（賃料収入）増減率＝回帰係数1×マクロ経済指標1＋回帰係数2×マクロ経済指標2・・・・ 

景気後退による影響が小さいことを確認。 

試算の前提 

-10%

-5%

0%
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15%

07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

ストレス 
シナリオ 

ＩＣＲ 

名目ＧＤＰ 

需給ギャップ 

景気予測 売上高（賃料収入）と名目GDPの相関係数 

※当行債務者 

■観測期間：2004～2014年 

売上増減率予測（業種別；当行債務者） 

-20%

-10%

0%

10%

07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

リーマンショック時:△0.5％ 

不動産賃貸 

製造業 
予測値 

ストレス 
シナリオ 

結果 

不動産賃貸業は景気変動の影響を受けにく

く、リーマンショック級のストレス時でも

信用コストの増加は限定的。 

景気後退による売上（賃料収入）減少を、 
「財務ストレスモデル」（P12）に 
当てはめ、信用コスト増加額を推計。 
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 （例２）人口減少ストレスシナリオ 

0%

50%
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2003 2008 2013 2020 2025

市川・船橋エリア 

柏・松戸エリア 

千葉・木更津エリア 

南部・東部エリア 

予測値 ※エリア地図は７頁記載 

ストレス 
シナリオ 

人口減少ストレスによる信用コスト試算により、長期的な潜在リスクを把握・抑制。 

住宅空家（持家+賃貸）増加 県内世帯数の予測 

0%

50%

100%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617

回帰式 

入
居
率 

（
目
的
変
数
） 

高 

低 

世帯数（需要） 

空家数（供給） 

多 少 

多 少 

政府公表の市町村別 
実績を基に回帰式を 
推計（決定係数：0.92） 
 

説明変数として、需要供給の両方を考慮 

出所：国土交通省「国土の長期展望」 出所：人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」 

試算の前提 

人口減少地域の入居率低下影響は限定的。 

信用コストは、不動産賃貸業向け貸出の 

経費控除後スプレッド収益の範囲内に 

収まることを確認。 

入居率推計モデル 入居率低下に伴う賃料収入減少を、 
「財務ストレスモデル」（P12）に 
当てはめ、信用コスト増加額を推計。 
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供給増 ストレスシナリオ 
空き家増加（+2％/年) 

ベースシナリオ（予測値） 
空き家増加（+0.3％/年) 

入居率予測（地区別） 

結果 
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 業務効率化 

審査・途上与信に各種ツールを導入し、目線を統一するとともに、業務を効率化 
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 都内拠点の活動状況 

 都内拠点の活動状況 
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1982/10 
新宿支店 

1996/11 
東京営業部 

1989/12 
みずえ支店 

2006/9 
葛西支店 

1950/12 
小岩支店  

1951/1 
金町支店 

1965/3 
錦糸町支店 

2008/11 
深川支店 

2009/3 
千住支店 

1952/2 
秋葉原支店 

1994/3 
篠崎支店 

東京23区を面でカバ－ 

恵比寿支店入居予定ビル 

東京23区「戦略的営業地域」 開設時期 店舗名 

1950/12 小岩支店 

1951/1 金町支店 

1952/2 秋葉原支店 

1965/3 錦糸町支店 

1982/10 新宿支店 

1989/12 みずえ支店 

1994/3 篠崎支店 

1996/11 東京営業部 

2006/9 葛西支店（2005/10開設準備委員室） 

2008/11 深川支店（2006/6東陽町法人営業所） 

2009/3 千住支店（2006/6北千住法人営業所） 

2015/7 品川支店（2013/10品川法人営業所） 

2016/10 池袋法人営業所 

2017/7予定 恵比寿支店（2015/10恵比寿法人営業所） 

2016/10 
池袋法人営業所 

2017/7予定 
恵比寿支店 

2015/7 
品川支店 

 戦略的営業地域・具体的な営業活動 


